
１　総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成２４年４月１日現在の人数である。
      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には
      　当該職員を含んでいない。

(3) 特記事項
(給与減額の状況）

(4) ラスパイレス指数の状況

減額実施期間又は減額を実施していない場合はその理由
国の要請等を踏まえた減
額措置の取組

5,8306,449

一人当たり給与費給与費 B/A

（参考）類似団体平均（参考）一人当たり

千円千円

（給料）
(1)特別職
　 市長30％、副市長20％、教育長及び公営企業管理者15％
(2)職員
　 1－5級（係長以下）3％、6－8級（課長以上）7％
【ラスパイレス指数】
107.4（平成25年4月1日）、99.2（参考値）、105.2（平成25年7月1日）
（手当）
管理職手当10％

抑制済又は減額措置の内容

実施 平成25年７月1日　～　平成26年3月31日

23年度の人件費率

　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

光市の給与・定員管理等について

区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額

Ｂ／Ａ

実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率 （参考）

　　　　　（24年度末） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ

平成 人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

17.3

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

24年度 53,525 22,295,616 711,151 3,621,398 16.2

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

平成 人 千円 千円 　　　　　千円 千円

24年度 351 1,506,426 232,129 525,146 2,263,701

1

　　　２　 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値である。

 　　　

（注）１　 ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数
　　　　（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を
　　　　 100として計算した指数。
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(5) 給与改定の状況 ※光市では人事委員会を設置していない。

①月例給

　　

②特別給

　　

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２５年４月１日現在）

　　 ①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

円 円

歳 円 円 円

　　 ②技能労務職

区　　分

人事委員会の勧告

- 3.95

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較し
    た平均給与月額である。

区　　分

人事委員会の勧告

年間支給月数

給　与　改　定　率

（参考）

民間給与 公務員給与 較差 勧　告

円 円 ％ ％

国　の　改　定　率

A B A-B （改定率）

％

25 - - （　　　-　　　％） - - －

年度 円

（参考）

民間の支給 公務員の 較差 勧　告 国　の　年　間

割合　　　　　　A 支給月数　　　B A-B （改定月数） 支　給　月　数

年度 月 月 月 月 月 月

25

月

25 - - - -

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は
    期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

平均給与月額

（国比較ベース）

光市 43.2 330,200 392,429 355,053

区　　分 平均年齢
平均給与月額

416,288 365,390

国 43.1 307,220 ― 376,257

山口県 43.7 340,166

類似団体 43.3 330,388 388,299 360,700

区分

公　　務　　員 民　　間

平均給与
月額(B)

参考

平均年齢 職員数
平均給料

月額
平均給与
月額(A)

平均給与
月額(国比較

ﾞ ｽ)

対応する民間
の類似職種

平均年齢 A/B

参考

平均給料月額

(332,446) ― (405,463)

2

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２５年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべ

　　　　ての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等

　　　　の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

　　　３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国比較ベース）」の括弧書きは、給与改定特例法

　　　　による措置がないとした場合の値（減額前）である。

― ― ―346,188 ―

月額(B)月額 月額(A) ﾍﾞｰｽ)
の類似職種

― ― ― ―光　市 50.7 5 322,840 355,180 333,240

309,534

山口県 52.0 334,216 ―

国 49.9 3,272 272,119 ―

96

― ― ― ―

類似団体 49.6 47 304,923 337,424 318,962 ― ― ― ―
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(2) 職員の初任給の状況（平成２５年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）１　光市欄における括弧書きは、1.5％の減額措置がないとした場合の値（減額前）である。

（注）２　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）である。

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２５年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

経験年数20年経験年数10年 経験年数30年

大　学　卒 169,617大　学　卒 169,617

経験年数25年

351,646259,006

209,510 350,414

308,502

375,778

345,243

399,833379,127

252,751

327,119

高　校　卒

一般行政職 大　学　卒

145,900 133,418

区　　　　分

高　校　卒

国

(172,200)

山　口　県

(172,200)

141,900

－

137,999

180,500 163,987

-

技能労務職 高　校　卒 294,712

175,823

－ -

区　　　　　分 光　市

(140,100) － (140,100)(140,100)

(178,500)

一般行政職

技能労務職 高　校　卒

33



４　一般行政職の級別職員数等の状況
(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２５年４月１日現在）

（注）１　光市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

構成比

　　　　　　　　人

区　　分 標準的な職務内容 職員数

７　　級
市長事務部局の部長及び部次長、教育委員会事務局の教育次長及び議会事務局の
局長の職務並びにこれらと同程度と認める職務

８　　級 困難な業務を所掌する部長の職務及びこれと同程度と認める職務

　　　　　　　　％

0 0.0

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

19 6.3

６　　級
市長事務部局の課長、教育委員会事務局の課長、議会事務局の次長、選挙管理委員
会事務局の局長、農業委員会事務局の局長、公平委員会事務局の局長及び監査委
員事務局の局長の職務並びにこれらと同程度と認める職務

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

42 13.9

５　　級
市長事務部局、教育委員会事務局、議会事務局、選挙管理委員会事務局及び農業
委員会事務局の係長、主任主査の職務並びにこれらと同程度と認める職務

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

90 29.8

４　　級 主査の職務
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

89 29.4

３　　級 主任の職務
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

25 8.3

２　　級 主事、技師及び参事の職務
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

19 6.3

１　　級 定型的な業務を行う職務並びに主事補及び技師補の職務
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

18 6.0

５級

29.8%

５級

29.8%
５級

31.4%

６級

13.9%

６級

14.9%
６級17.9%

７級 6.3% ７級5.6% ７級4.1%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

4

（注）平成19年に9級制から8級制に変更している。（旧給料表の1級及び2級並びに4級及び5級をそれぞれ統合）

(2) 昇給への勤務成績の反映状況
　

職員の昇給は、毎年１月1日を基準として、昇給日前1年間に係る当該職員の勤務成績に基づき、勤務評
定により昇給の号給数を決定している。

１級6.0% １級 4.0%

１級1.7%

２級6.3% ２級 7.3%

２級3.8%

３級

8.3%
３級

7.9% ３級

11.7%

４級

29.4%

４級

30.5%
４級

29.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

平成25年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比
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５　職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成24年度支給割合） （平成24年度支給割合） （平成24年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・　役職加算　5～20％ ・　役職加算　     5～20％ ・　役職加算　     5～20％

・　管理職加算　なし ・　管理職加算　15～25％ ・　管理職加算　10～25％

（注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】 勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）
　

(2) 退職手当（平成２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成24年度に退職した職員に支給された平均額である。

(3) 地域手当 ＊支給対象職員はおらず、地域手当を支給していない。

光　　　　　市 山　　　　　口　　　　　県 国

１人当たり平均支給額（平成24年度） １人当たり平均支給額（平成24年度） ―
1,495 1,618

2.60 1.35 2.60 1.35 2.60 1.35

1.45 0.65 1.45 0.65 1.45 0.65

光　　　　　　　　　　　市 国

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　 勧奨・定年

23.03 28.7875 23.03 28.7875

32.83 38.955 32.83 38.955

46.55 55.86 46.55 55.86

55.86 55.86 55.86 55.86

1,689 27,123

人事評価制度試行中であり、制度を本格導入するまでは、一律で支給する。

55



(4) 特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在）

千円

　円

　％

(5) 時間外勤務手当

千円

千円

徴収手当

支給実績（平成24年度決算） 3,216

主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

行旅病人、死亡人等
収容手当

1　福祉総務課職員
2　福祉総務課職員
3　環境事業課、環境政策課
　 職員

支給職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算） 71,466

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成24年度） 12.8

1　収納対策室収納係職員
2　各徴収担当職員

1　市税の徴収及び滞納処分に従事
2　市営住宅使用料、下水道使用
　料、介護保険料等の徴収に従事

1　日額　300円
2　日額　300円

手当の種類（手当数） 7

手当の名称

1　行旅病人の収容に従事
2　行旅死亡人の収容に従事
3　犬、猫等の死体の処置及び捕獲
　の補助業務に従事

1　1回につき　1,600円
2　1回につき　4,000円
3　1体につき  500円

防疫手当

感染症防疫作業に従事する
職員
（福祉総務課、健康増進課職
員等）

感染症防疫作業に従事 1回につき　500円

福祉事務手当 社会福祉主事
福祉（生活保護）に関する現地調査
に従事

月額　7,400円

職務手当

1　環境事業課職員
2　深山浄苑職員
3　下水道課職員
4　建築住宅課職員

1　ごみ収集業務に従事
2　し尿処理業務に従事
3　下水道課に勤務する職員で汚水
　が流入している管渠及び排水設備
　の調査、検査に従事
4　建築住宅課に勤務する職員で市
　営住宅の維持補修に従事

1  日額　300円
2  日額　500円
3  日額　300円
4　日額　300円

用地交渉手当
公用地の取得又は損失補償
のためその交渉に正規の勤
務時間外に従事する職員

公用地の取得又は損失補償のため
その交渉に正規の勤務時間外に従
事

日額　300円

異常気圧内作業手当 下水道課職員
下水道課に勤務する職員で圧搾空
気内で行う作業に従事

日額　300円

支 給 実 績 （ 平 成 24 年 度 決 算 ） 108,237

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 24 年 度 決 算 ） 308

6

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

支 給 実 績 （ 平 成 23 年 度 決 算 ） 102,465

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 23 年 度 決 算 ） 288
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(6) その他の手当（平成２５年４月１日現在）

円

円

円

円

手当名 内容及び支給単価
国の制度 国の制度と 支給実績 支給職員１人当たり
との異同 異なる内容 （平成24年度決算） 平均支給年額

（平成24年度決算）

扶養
手当

扶養親族のある職員に支給

配偶者　　　　　　　　　　　　　　13,000円
配偶者以外の扶養親族
　1人目
　　配偶者がいる場合              6,500円
　　配偶者がない場合            11,000円
  2人目以降                            6,500円
　満16歳に達する年度から満22歳に
　達する年度までの子に対する加算
　（1人につき）　　　　　　　　　  　5,000円

同じ 40,615 千円

住居
手当

持家　　　 　3,000円
借家　上限29,000円（家賃等に応じ）

異なる
借家は上限
27,000円

25,798 千円

交通機関利用者　　運賃等の相当額
　　　　　　　　　　　　　（上限55,000円）
自動車等利用者　3,000円～43,300円
（片道2km以上を距離に応じ17区分）

異なる

自動車等利
用者2,000円
～24,500円
（距離に応じ
13区分）

27,198 千円

234,768

115,169

95,767

管理職
手当

管理又は監督の地位にある職員に対して
支給

部長職の職員　　　46,100円又は44,400円
部次長級の職員　　　　　　　　　　40,200円
課長級の職員　　　　　　　　　　 　33,500円
課長補佐級の職員　　　　　　　 　25,200円

異なる

手当額
46,300円
　　～
117,500円

27,244 千円 446,622

通勤
手当

管理
職員

管理又は監督の地位にある職員が、臨時
又は緊急の必要により週休日等に勤務し
た場合に支給

組織・官職の
違いにより

7

円

円

実績なし

276 千円 276,000

千円 48,000

単身
赴任
手当

赴任によりやむを得ず単身生活をすることと
なった職員で、赴任前の住居から勤務場所ま
での距離が一定以上の職員に対して支給

基礎額23,000円に距離に応じ
6,000円～45,000円を加算

同じ

職員
特別
勤務
手当

た場合に支給

部長職の職員　　　　8,000円
課長級の職員　　　　6,000円
課長補佐級の職員　4,000円

異なる
違いにより
18,000円～
6,000円

48

宿日直
手当

宿日直勤務を命ぜられた職員に支給
勤務1回につき　　　　4,200円
（勤務時間が5時間未満の場合は半額）

同じ 実績なし

7



６　特別職の報酬等の状況（平成２５年４月１日現在）

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　（1期の手当額） 　（支給時期）

　　（任期毎）

　　（任期毎）

（注）１　給料及び報酬の（　　）内は、減額措置（市長１０％、副市長５％）を行う前の金額である。

　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）
　　　　　勤めた場合における退職手当の見込額である。

　　　３　市長の退職手当は、減額措置（１０％）後の給料月額を基礎として計算する。

21,088,512

12,216,960

区 分 給 料 月 額 等

（参考）類似団体における最高／最低額

市 長 777,600 1,012,000 440,000

(864,000)

副 市 長 671,650 832,000 520,000

(707,000)

報

酬

議 長 456,000 629,000 345,900

給

料

副 議 長 399,000 575,000 302,300

副 議 長

議 員 370,000 522,000 278,200

　　（平成24年度支給割合）

副 市 長 3.90

市 長 　　777,600円×在職月数×56.5/100

副 市 長 　　707,000円×在職月数×36　/100

期
末
手
当

市 長

議 長 　　（平成24年度支給割合）

2.95

議 員

　　（算定方式）
退
職
手
当
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７　職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

(2) 年齢別職員構成の状況（平成２５年４月１日現在）

主 な 増 減 理 由

一部事務の縮小

業務増教育部門 40 41 1

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数 対前年
増減数

44

平成24年 平成25年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議　　　会 5

衛　　　生

総　　　務 92 92 0
5 0

民　　　生 69 69 0
税　　　務 30 29 △ 1

1 業務増
労　　　働

43

26 0
商　　　工 7 7 0
農林水産 26

土　　　木 40 40 0

計
＜参考＞

312 312 0 58.29

53.97

小　計

国民健康保険

＜参考＞
352 353 1 65.95

71.91

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

病　　院 341 353 12

7 7 0

一部事業の拡大
水　　道 36 34 △ 2 一部事務の縮小

介護保険 19 18 △ 1 一部事業の縮小

下 水 道 10 11 1 業務増

27 27 0

小　計 440 450 10

合　　計 ＜参考＞
[       961      ］ [       961      ］ 150.02

11792 803

そ  の  他

14

16
%

9

　

　

44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳

未満

36歳32歳

23歳 27歳 31歳 35歳

人

55歳

～ ～ ～

39歳 59歳 以上

40歳

人

43歳 47歳

人 人
職員数

人 人 人 人

～～ ～～ ～

4 34 54 75

計

～

92 77

人

～

51歳

人 人

　　 20 　　60

803

 23　　　27　　　31　　　35　　　39　　　43　　　47　　　51　　　55　　　59　

 20　　　24　　　28　　　32　　　36　　　40　　　44　　　48　　　52　　　56　

人

99 116 106 72 70

歳
未
満

歳
以
上

人

4

～～～～～～～～～～

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

５年前の構成比

%

9



(3) 職員数の推移

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

　　　２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

312

803

２２年 ２３年２０年 ２１年
　　　　　　　　　年　　度

　部　　門　　別

4255 43

319309

475 460

358普通会計計

公営企業会計計

消防

818 821総合計 839

２５年

450

799

353

40

△11　（△3.0％）

440

41

461

警察

364

442

352

教育

315 315

357

312

41

360

過去５年間
の増減数（率）

一般行政 　3　　（1.0％）

△14　（△25.5％）

２４年

△25　（△5.3％）

△36　（△4.3％）792

（単位：人・％）

1010



７　公営企業職員の状況

(1)　病院事業

  　① 職員給与費の状況
ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、平成２５年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項（平成２５年４月１日現在）

病院事業管理者の給料　　3％カット

行政職の職員の給料　　1.5％カット

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２５年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

　質収支 職員給与費比率

純損益又は実 総費用に占める

平成23年度の総費用に占

区　　分 総費用

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

58.0

平成 　　　　千円 千円　 千円　 ％ ％

期末・勤勉手当

24年度 5,611,344 177,626 3,261,100 58.1

千円

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）類似団体平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

千円平成 人 千円 千円 　　　　　千円 千円

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

24年度 336 1,302,505 382,552 456,226 2,141,283

病院事業

医師 46.3 566,682 1,415,458

看護師

544,146

43.5 332,456 504,201事務職

39.6 287,400 435,890

事務職 49.1 372,565

団体平均

医師 44.2

看護師 38.5 286,732 451,166

6,764

一人当たり給与費　　　　給与費 　　B/A

6,373

565,922 1,380,847

　　計　　Ｂ

11

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成24年度支給割合） （平成24年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％

・管理職加算　なし ・管理職加算　なし

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

光市病院事業 光市　（一般行政職・団体平均等）

１人当たり平均支給額（平成24年度） １人当たり平均支給額（平成24年度）

1,353 1,495

2.60 1.35 2.60 1.35

1.45 0.65 1.45 0.65

11



イ　退職手当（平成２５年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成24年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（平成２５年４月１日現在）

千円

   円

％ 人

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　 勧奨・定年

23,798

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　 勧奨・定年

光市病院事業 光市　（一般行政職・団体平均等）

23.03 28.7875 23.03 28.7875

32.83 38.955 32.83 38.955

16,528

27,123

46.55 55.86 46.55 55.86

55.86 55.86 55.86 55.86

支給職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算） 612,148

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

制度なし光市（医師） 10 25

6,290 1,689

支給実績（平成24年度決算）

1212



エ　特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在）

千円

　円

　％

8

休日、夜間の宿日直において救急医
療に従事した医師

1回
5時間以上　　10,000円
5時間未満 　　 5,000円

救急勤務医手当 医師

支給実績（平成24年度決算） 160,602

支給職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算） 530,040

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成24年度） 78.9

手当の種類（手当数）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

研究手当 医師 医療に関する研究業務に従事

月額
院長    250,000円
副院長  175,000円
部長    150,000円
医長    125,000円
医員    100,000円

待機手当
医師
医療技術職員
看護師

緊急の用務に応じるための待機

1　日額　医師 　 2,000円
2　日額　その他　1,000円
3　透析のため待機する医師
　　日額　8,000円

出務手当
医師（管理職）
医療技術職員
看護師

勤務時間外に緊急医療に従事

医師　時間 3,000円 深夜4,000円
医師以外 1回 1,000円 深夜1,200円
医師以外の管理職
　　　　　　 1回 1,500円深夜2,000円

救急処置手当 医師 宿日直勤務中に診療業務に従事
基本1,000円
救急車、入院対応1,000円加算
深夜2,000円加算

夜間看護・介護手当 看護師、介護士 深夜の看護・介護業務に従事

1回
深夜全時間（看護師）6,800円
　 〃　   　 　（介護士）6,200円
4時間以上 （看護師）3,300円
2時間以上 （看護師）2,900円
2時間未満 （看護師）2,000円

二次救急手当

医師
医療技術職員
看護師
事務職員

二次救急業務に従事

1回
医師　　　  　　　 20,000円
看護師　　　 　　   1,000円
医療技術職員    7,200円
事務職員（日直）1,000円
事務職員　　　 　 7,200円

年末年始手当 全職員 12月29日から1月3日までの間に従事

1回
5時間以上　　5,000円
5時間未満　　2,500円

13

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

支 給 実 績 （ 平 成 24 年 度 決 算 ） 56,126

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 24 年 度 決 算 ） 198

支 給 実 績 （ 平 成 23 年 度 決 算 ） 54,977

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 23 年 度 決 算 ） 194

13



カ　その他の手当（平成２５年４月１日現在）

円

円

円

支給職員１人当たり
平均支給年額

管理職
手当

一部異なる

（医師）
院長　25%
副院長20%
部長  15%
医長　10%
（医療技術職）
部長職の職員
43,400円
科長級の職員
33,600円
科長補佐級の職員
23,600円
（看護職）
部長職の職員
40,600円
副看護部長、師長職
の職員　　　31,800円

（事務職）
部長職の職員（8級）
46,100円
部長職の職員（7級）
44,400円
部次長職の職員
40,200円
課長級の職員
33,500円
課長補佐級の職員
25,200円

千円 円

管理又は監督の地位にある職員が、臨時

一般行政職
に医師職、医
療技術職、看
護職なし。
（医師につい
ては給料月
額に役職毎
に定めた率を
乗じて支給。
医療技術職
及び看護職
については支
給額が異な
る。）

37,811

管理又は監督の地位にある職員に対して支給

手当名 内容及び支給単価
一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績
（平成24年度決算）

（平成24年度決算）

扶養
手当

扶養親族のある職員に支給

配偶者　　　　　　13,000円
配偶者以外の扶養親族
　1人目
　配偶者がいる場合　                 6,500円
　配偶者がない場合　　　　　 　　 11,000円
  2人目以降　　　　　　　　　　　　　　6,500円
　満16歳に達する年度から満22歳に
　達する年度までの子に対する加算
　（1人につき）　　　　　　　　　　　　 5,000円

同じ 27,846 千円 209,368

174,162

108,184

住居
手当

持家　　　 　 3,000円
借家　上限29,000円（家賃等に応じ）

同じ 24,731 千円

同じ 31,157 千円
通勤
手当

交通機関利用者　　運賃等の相当額
　　　　　　　　　　　　　（上限55,000円）
自動車等利用者　3,000円～43,300円
（片道2km以上を距離に応じ17区分）

651,914

14

円

円1,913,852千円

17,280

初任級
調整手

当

医師で医師免許取得後年数により支給
306,000円から47,500円の範囲で医師免許取
得後の年数に応じ、調整数0.6を乗じて得た
額

51,674

千円

管理又は監督の地位にある職員が、臨時
又は緊急の必要により週休日等に勤務し
た場合に支給

部長職の職員　　　　8,000円
課長級の職員　　　　6,000円
課長補佐級の職員　4,000円

751,304

単身
赴任
手当

赴任によりやむを得ず単身生活することと
なった職員で、赴任前の住居から勤務場所
までの距離が一定以上の職員に対して支給

基礎額23,000円に距離に応じ
6,000円～45,000円を加算

同じ

宿日直勤務を命ぜられた職員に支給
勤務1回につき
医師職  20,000円
(勤務時間が5H未満半額）
事務職   7,200円
(勤務時間が5H未満半額)

異なる

同じ

管理
職員
特別
勤務
手当

勤務1回につ
き
4,200円
（勤務時間が5
時間未満の場
合は半額）

宿日直
手当

実績なし

実績なし

実績なし

実績なし
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(２) 介護老人保健施設事業

  　① 職員給与費の状況

     ア　決算

平成23年度の総費用に占

職員数

　　　

平成 人

26

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、平成２５年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項（平成２５年４月１日現在）

行政職の職員の給料　1.5％カット

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２５年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

純損益又は実

Ａ  

24年度

職員給与費 総費用に占める （参考）

質収支 職員給与費比率

区分 総費用

Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

平成 　　　　千円 千円　 千円　 ％　　　　 ％　

24年度 366,588 △ 7,401 215,639 58.8 61.7

区分 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 　　一人当たり （参考）類似団体平均

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　計　　　Ｂ 　　　給与費　　Ｂ／Ａ　　 一人当たり給与費

千円 千円 千円 千円 千円 千円

81,704 11,880 27,130 120,714 4,643 4,807

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

光市（介護老人保健施設事業） 40.3 261,872 386,904

団　体　平　均 40.0 268,238 403,280

光市（介護老人保健施設事業） 光 市（ 般行政職）

15

千円　 千円　

（平成24年度支給割合） （平成24年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（ 1.45 ）月分 （ 0.65） 月分 （ 1.45 ） 月分 （ 0.65 ） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算　5～20％ ・ 役職加算　5～20％

・管理職加算　なし ・管理職加算　なし

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

光市（介護老人保健施設事業） 光　　　　　　市（一般行政職）

１人当たり平均支給額（平成24年度） １人当たり平均支給額（平成24年度）

1,043 1,495

2.60 1.35 2.60 1.35
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イ　退職手当（平成２５年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成24年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当　　　※支給していない。

エ　特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

- 1,689 27,123

光市　（一般行政職・団体平均等）光市（介護老人保健施設事業）

28.7875

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　 勧奨・定年（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　 勧奨・定年

23.03

32.83

46.55

38.955 32.83

28.7875 23.03

55.86

353

支給実績（平成24年度決算） 6,043

支給職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算） 335,722

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成24年度） 69.2

手当の種類（手当数） 2

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

夜間介護手当 看護師・准看護師・介護士 ２交替勤務 1回　6,200円

年末年始手当 全職員 12/29～1/3に勤務した者

1回
5時間以上　　5,000円
5時間未満　　2,500円

支給実績（平成24年度決算） 2,470

職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算） 103

支給実績（平成23年度決算） 2,651

職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算） 110

38.955

55.86 46.55 55.86

55.86 55.86 55.86

16

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算） 110
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カ　その他の手当（平成２５年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価

扶養親族のある職員に支給

配偶者 13,000円

配偶者以外の扶養親族　

　　1人目

　　配偶者がいる場合　　 　　　6,500円

　　配偶者がない場合　　　　11,000円

　　2人目以降　　　　　　　　　　6,500円

　　満16歳に達する年度から満22歳に

　　達する年度までの子に対する加算

　　（1人につき）　　　　　　　　　5,000円

持家　　　3,300円

借家　上限29,000円（家賃等に応じ）

交通機関利用者　　運賃等の相当額

　　　　　　　　　　　　　（上限55,000円）

自動車等利用者　3,000円～43,300円

（片道2km以上を距離に応じ17区分）

管理又は監督の地位にある職員に対して

支給

（事務職）

課長級の職員　　　　　　　　33,500円

課長補佐級の職員　　　　　25,200円

（看護職）

課長級の職員　　　　　　　　40,600円

副看護部長、師長職の職員　31,800円

管理又は監督の地位にある職員が、臨時

又は緊急の必要により週休日等に勤務し

た場合に支給

部長職の職員　　　　　8,000円

課長級の職員　　　　　6,000円

課長補佐級の職員　　4,000円

赴任によりやむを得ず単身生活することと

なった職員で、赴任前の住居から勤務場所

までの距離が一定以上の職員に対して支給

一般行政職
の制度との

異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績 支給職員１人当たり
（平成24年度決算） 平均支給年額

（平成24年度決算）

扶養
手当

同じ 1,471 千円 183,875 円

同じ 551 千円 55,100 円
住居
手当

通勤
手当

同じ 2,033 千円 円

管理職
手当

一部異なる
介護職につい
ては支給額が
異なる

784 千円 391,800 円

112,944

単身
赴任
手当

同じ 実績なし 実績なし

管理
職員
特別
勤務
手当

同じ 実績なし 実績なし

17

基礎額23,000円に距離に応じ

6,000円～45,000円を加算

手当

17



(３) 水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費36,153千円を含まない。

　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、平成２５年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項（平成２５年４月１日現在）

水道事業管理者の給料　3％カット

水道企業職員の給料　1.5％カット

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２５年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

24年度

平成23年度の総費用に占

％

区　　分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

　質収支 職員給与費比率

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

平成 　　　　千円 千円　 千円　 ％

1,119,495 127,847 343,766 30.7

千円

31.0

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）類似団体平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

平成 人 千円 千円 　　　　　千円 千円

24年度 36 147,862 40,395 56,720 244,977

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

　光市水道事業 38.8 317,569 567,079

団 体 平 均 45.2 353,532 520,694

事 業 者

　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

千円

6,805 6,258

18

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成23年度支給割合） （平成22年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分 月分 月分

（ 1.45 ）月分 （ 0.65） 月分 （ 1.45 ） 月分 （ 0.65 ） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算　5～20％ ・ 役職加算　5～20％

・管理職加算　なし ・管理職加算　なし

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

光市水道事業 光　　　　　　市（一般行政職）

１人当たり平均支給額（平成24年度） １人当たり平均支給額（平成24年度）

1,576 1,495

2.60 1.35 2.60 1.35
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イ　退職手当（平成２５年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成24年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当　　　※支給していない。

エ　特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在）

千円

　円

　％

　光市水道事業 光　　　　　　　　　　　市

23.03 28.7875 23.03 28.7875

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　 勧奨・定年

32.83 38.955 32.83 38.955

46.55 55.86 46.55 55.86

55.86 55.86 55.86 55.86

- 27,087 1,689 27,123

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給実績（平成24年度決算） 7,572

支給職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算） 210,337

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成24年度） 100.0

手当の名称 主な支給対象職員

現場手当1種 浄水課職員 交替制業務に従事 日額400円

現場手当2種 工務課職員、業務課料金係職員
現場監督及び施設の維持
管理並びに滞納整理・停
水に従事

日額300円

現場手当3種 浄水課職員
高圧受電施設によるﾎﾟﾝﾌﾟ
運転及び劇薬の取り扱い
に従事

日額200円

業務手当 水道企業職員 水道企業に従事 月額平均給料の4％以内

職務手当 浄水課水質係職員
周南都市水道水質検査ｾ
ﾝﾀｰに派遣している職員

月額9,000円

7手当の種類（手当数）

19

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 24 年 度 決 算 ） 451

非常出務手当 全職員
勤務時間外に緊急のため
予告を受けずに従事

1回につき3,000円

年末年始手当 全職員
12月29日～1月3日までの
間に従事

1日につき9,000円

支 給 実 績 （ 平 成 24 年 度 決 算 ） 16,230

支 給 実 績 （ 平 成 23 年 度 決 算 ） 13,437

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 23 年 度 決 算 ） 373
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カ　その他の手当（平成２５年４月１日現在）

円

円

円

円

支給職員１人当たり一般行政職
の制度との
異同

手当名 内容及び支給単価

持家　3,000円
借家　上限30,000円（家賃等に応じ）

異なる

異なる

扶養
手当

扶養親族のある職員に支給

配偶者　　　　　　13,000円
配偶者以外の扶養親族
　1人目
　配偶者がいる場合　                 6,500円
　配偶者がない場合　　　　　 　　 11,000円
  2人目以降　　　　　　　　　　　　　　6,500円
　満16歳に達する年度から満22歳に
　達する年度までの子に対する加算
　（1人につき）　　　　　　　　　　　　 5,000円

同じ

千円

千円
通勤
手当

交通機関利用者　　運賃等の相当額
　　　　　　　　　　　　　　（上限55000円）
自動車等利用者4,200円～26,000円
（片道2ｋｍ以上を距離に応じ11区分）

管理職
手当

管理または監督の地位にある職員に対して支
給
局次長職の職員　　  給料月額 ×10％
課長級の職員　　　　 給料月額　×8％

異なる

住居
手当

1,810 452,481

支給実績
（平成24年度決算）

自動車等利用者
3,000円～43,300
円
（片道2km以上を
距離に応じ17区
分）

3,476

部長職の職員
46,100円又は
44,400円
部次長級の職員
40,200円
課長級の職員
33,500円
課長補佐級の職
員
25,200円

持ち家3,000円
借家は上限
29,000円（家賃
等に応じ）

千円 130,8894,712

6,595

平均支給年額
（平成24年度決算）

一般行政職
の制度と異
なる内容

263,800

108,625

千円
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